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【証券情報】 
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【募集要項】 

１【新規発行債券】（22 年債） 

銘 柄 

第 251 回日本高速道路保有･債

務返済機構債券（指定金融機関

等限定） 

振替債券の総額 金 5,000,000,000 円 

記名・無記名の別 － 発行価額の総額 金 5,000,000,000 円 

各債券の金額 1,000 万円の 1種 申込期間 令和 2年 7月 22 日 

発行価格 
各債券の金額 100 円につき金

100 円 
申込証拠金 

各債券の金額 100円につき金100

円とし、払込期日に払込金に振替

充当する。 

申込証拠金には、利息をつけない。 

利 率 

年 0.611 パーセント（半年複

利）。償還期日における本債券

の利息の金額、及び経過利息

の算出方法については後記

（別紙）において定める。 

払込期日 令和 2年 7月 31 日 

利払日 令和 24 年 9月 19 日 申込取扱場所 
別項引受金融商品取引業者の本

店及び国内各支店 

償還期限 令和 24 年 9月 19 日 振替機関 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋茅場町 

二丁目 1番 1号 

募集の方法 一般募集 

利息支払の方法 

利息支払の方法及び期限 

(1)本債券の利息は、発行日の翌日から償還期日までつけ、償還期日を利払期日として

その日までの分を支払う。 

(2)利息を支払うべき日が銀行休業日に当たるときは、その前日に繰り上げる。 

(3)償還期日後は、利息をつけない。 

(4)本債券の利金は、社債、株式等の振替に関する法律（平成 13年法律第 75号）

（以下「振替法」という。）及び上記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程

その他の規則に従って支払われる。 

償還の方法 

1.償還金額 

各債券の金額 100 円につき金 100 円 

2.償還の方法及び期限 

(1)本債券の元金は、令和 24 年 9月 19 日にその全額を償還する。 

(2)償還すべき日が銀行休業日に当たるときは、その前日に繰り上げる。 

(3)本債券の買入消却は、いつでもこれを行うことができる。 

(4)本債券の元金は、振替法及び上記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程その

他の規則に従って支払われる。 

担 保 

本債券の債権者は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法(平成 16 年

法律第 100 号)(以下「機構法」という。)の定めるところにより、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構(以下｢当機構｣という。)の財産について、他の債権者

に先立って自己の債権の弁済を受ける権利を有する。 

財

務

上

の

特

約 

担保提供制限 該当条項なし(本債券は一般担保付であり、財務上の特約は付されていない。) 

その他の条項 該当条項なし 
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摘 要 

1.信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付 

(1)株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。） 

本債券について、当機構は R&I から AA+の信用格付を令和 2 年 7 月 22 日付で取得してい

る。 

R&I の信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務

等が約定どおりに履行される確実性（信用力）に対する R&I の意見である。R&I は信用格付

によって、個々の債務等の流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク

以外のリスクについて、何ら意見を表明するものではない。R&I の信用格付は、いかなる意

味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、R&I は、明示・黙示を問わ

ず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品性、及

び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。 

R&I は、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、こ

れらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではない。R&I は、必要と判断した

場合には、信用格付を変更することがある。また、資料・情報の不足や、その他の状況によ

り、信用格付を取り下げることがある。 

本債券の申込期間中に本債券に関して R&I が公表する情報へのリンク先は、R&I のホーム

ページ（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及

び同コーナー右下の「一覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載さ

れている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性

がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

R&I：電話番号 03-6273-7471 

(2)ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」という。） 

本債券について、当機構はムーディーズから A1 の信用格付を令和 2 年 7 月 22 日付で取

得している。 

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務又は債務類似証券の将来の相対的信

用リスクについてのムーディーズの現時点の意見である。ムーディーズは、信用リスクを、

事業体が契約上・財務上の義務を期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した

場合に見込まれるあらゆる種類の財産上の損失と定義している。ムーディーズの信用格付

は、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動性リスク及びその他のリスクについて言及す

るものではない。ムーディーズの信用格付は、投資又は財務に関する助言を構成するもので

はなく、特定の証券の購入、売却、又は保有を推奨するものではない。ムーディーズは、い

かなる形式又は方法によっても、これらの格付若しくはその他の意見又は情報の正確性、適

時性、完全性、商品性及び特定の目的への適合性について、（明示的、黙示的を問わず）い

かなる保証も行っていない。発行体又は債務の信用リスクは、発行体から入手した情報、又

は公開情報に基づき評価される。ムーディーズは、信用格付を付与する際に用いる情報が十

分な品質を有し、またその情報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるものであ

ることを確保するため、全ての必要な措置を講じている。しかし、ムーディーズは監査を行

うものではなく、格付の過程で受領した情報について常に独自に確認することはできない。

ムーディーズは、必要と判断した場合に本格付を変更することがある。また、資料、情報の

不足や、その他の状況により、本格付を取り下げることがある。 

本債券の申込期間中に本債券に関してムーディーズが公表する情報へのリンク先は、ムー

ディーズのホームページ（http://www.moodys.co.jp/）の「当社格付に関する情報」の「レ

ポート」コーナーの「プレスリリース - ムーディーズ・ジャパン」をクリックして表示さ

れる「レポート」に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手

することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

ムーディーズ：電話番号 03-5408-4100 
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2.各債券の形式 

本債券は、その全部について振替法第 66 条第 2 号の規定に基づき振替法の適用を受けるこ

ととする旨を定めた債券であり、同法第 67 条第 1 項の規定に基づき本債券の券面を発行する

ことができない。 

 

3.期限の利益喪失に関する特約 

当機構は、次に掲げる事由のいずれかが発生した場合には、本債券について期限の利益を失

い、本債券を別記「償還の方法」欄第 1項に定める償還金額に未払い経過利息を付した金額で、

直ちに償還する。 

(1)当機構が別記「利息支払の方法」又は｢償還の方法｣欄第 2項の規定に違背し、5営業日以内

に履行又は治癒しないとき。 

(2)当機構が本債券以外の債券又は機構法第 15条第 1項の規定に基づき債務引受を行った社債

に係る債務について期限の利益を喪失したとき。 

(3)当機構が債券を除く借入金債務（当機構が債務引受を行った借入金債務を含む。）について

期限の利益を喪失したとき。ただし、当該債務の合計額(邦貨換算後)が 10 億円を超えない

場合は、この限りでない。 

(4)当機構が解散することを定める法令及び解散期日を定める法令が公布され、かつ当機構の

解散期日の 1箇月前迄に、本債券の債務の総額につき他の法人に承継されることを定める法

令が公布されないとき。 

(5)法令若しくは裁判所の決定により、当機構又は当機構が解散して本債券の債務を承継した

法人に対して、株式会社における破産、民事再生、会社更生、特別清算、その他これらに準

ずる倒産処理手続に相当する手続が開始されたとき。 

 

4.期限の利益喪失の公告 

前項の規定により当機構が本債券について期限の利益を喪失したときは、募集の受託会社は

その旨を本｢摘要｣欄第 5項(2)に定める方法により公告する。 

 

5.公告の方法 

(1)本債券に関し、本債券の債権者が利害を有し、募集の受託会社が債権者にこれを通知する必

要があると認める事項がある場合には、これを公告する。 

(2)公告は、法令又は契約に別段の定めがあるものを除き、官報並びに東京都及び大阪市で発行

される各 1種以上の新聞紙にこれを掲載することにより行う。ただし、重複するものがある

ときは、これを省略することができる。 

 

6.本債券の債権者集会 

(1)本債券の債権者集会（以下「債権者集会」という。）は、本債券の全部についてするその支

払の猶予その他本債券の債権者の利害に重大な影響を及ぼす事項について決議をすることが

できる。 

(2)債権者集会は、東京都において行う。 

(3)債権者集会は、当機構又は募集の受託会社がこれを招集するものとし、債権者集会の日の 3

週間前までに、債権者集会を招集する旨及び債権者集会の目的である事項を公告する。 

(4)本債券総額（償還済みの額を除く。また、当機構が有する本債券の金額はこれに算入しな

い。）の 10 分の 1 以上に当たる本債券を有する債権者は、債権者集会の目的である事項及び

招集の理由を記載した書面を募集の受託会社に提出して、債権者集会の招集を請求すること

ができる。 
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(5)本債券の債権者は、債権者集会において、その有する本債券の金額（償還済みの額を除く。）

に応じて、議決権を有するものとする。 

(6)前号の規定にかかわらず、当機構は、その有する本債券については、議決権を有しない。 

(7)債権者集会において決議をする事項を可決するには、議決権者（議決権を行使することがで

きる本債券の債権者をいう。以下本要項において同じ。）の議決権の総額の 5分の 1以上で、

かつ、出席した議決権者の議決権の総額の 3 分の 2 以上の議決権を有する者の同意がなけれ

ばならない。 

(8)前号の場合においては、以下のいずれかに該当する決議をすることはできないものとし、こ

れらに該当する決議がされた場合、かかる決議は効力を有しない。 

①債権者集会の招集の手続又はその決議の方法が法令又は本要項の定めに違反するとき 

②決議が不正の方法によって成立するに至ったとき 

③決議が著しく不公正であるとき 

④決議が本債券の債権者の一般の利益に反するとき 

(9)本債券の債権者は、本人又はその代理人によって、債権者集会に出席することができる。当

機構は、その代表者を当該集会に出席させ、又は書面により意見を述べることができる。本

人又はその代理人が当該集会に出席しない本債券の債権者は、募集の受託会社が定めるとこ

ろにしたがい、書面によって議決権を行使することができる。書面によって行使した議決権

の額は、出席した議決権者の議決権の額に算入する。 

(10)債権者集会の決議は、本債券を有するすべての債権者に対し効力を有するものとし、その

執行は募集の受託会社があたるものとする。 

(11)本項に定めるほか債権者集会に関する手続は当機構と募集の受託会社が協議して定め、本

｢摘要｣欄第 5項(2)に定める方法により公告する。 

(12)本項の手続に要する合理的な費用は当機構の負担とする。 

 

7.募集の受託会社への事業概況等の報告 

(1)当機構は、毎年、事業の概況、決算の概況等が記載された書類を募集の受託会社に提出す

る。 

(2)当機構は、機構法の定める当機構の業務又は組織につき変更が生じた場合には、募集の受託

会社にこれを通知する。 

(3)募集の受託会社は、本債券の債権者の利益保護のために必要と認める場合は、法令、契約又

は当機構の内部規則その他の定めに反しない範囲において、当機構に対し、その事業、資産

の概況を知るために必要な書類の提出を請求することができる。 

 

8.追加発行 

当機構は、随時、本債券の債権者の同意なしに、本債券と発行価額を除く全ての点において

同じ要項を有し、本債券と併合されることとなる債券（以下「追加債券」という。）を追加発行

することができる。追加債券の発行日以降、本要項に関する各規定は、当該追加債券にも及ぶ

ものとする。 

 

9.募集及び募入方法 

本債券の募集は、本債券を取得した者が本債券を以下に定める指定金融機関等（以下「指定

金融機関等」という。）以外の者に譲渡を行わないことを条件として、指定金融機関等である者

に限定して一般募集し、応募超過の場合は引受並びに募集の取扱会社が適宜募入額を定める。 

(1)租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）（以下「特別措置法」という。）第 8 条第 1 項に

規定する金融機関。 

(2)特別措置法第 8条第 2項に規定する金融商品取引業者等。 
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(3)特別措置法第 8条第 3項に規定する内国法人。 

(4)所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）（以下「所得税法」という。）第 176 条第 1 項に規定す

る内国法人である信託会社であって同項の規定に基づき信託の信託財産として取得する者。 

(5)所得税法第 180 条の 2 第 1 項に規定する外国法人である信託会社であって同項の規定に基

づき信託の信託財産として取得する者。 

(6)所得税法第 11条第 1項に規定する同法別表第一に掲げる内国法人であって同条第 3項の適

用を受ける者。 

 

10.発行代理人及び支払代理人 

株式会社三井住友銀行 

 

 

 

２ 【債券の引受け及び債券に関する事務の委託】（22 年債） 

債
券
の
引
受
け 

引受人の氏名又は名称 住 所 引受金額 引受けの条件 

 

大和証券株式会社 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 

みずほ証券株式会社 

三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社 

 

 

東京都千代田区丸の内一丁目9番1号 

東京都千代田区丸の内三丁目3番1号 

東京都千代田区大手町一丁目5番1号 

東京都千代田区丸の内二丁目5番2号 

 

 

百万円 

3,500 

500 

500 

500 

 

1引受人は、本債券の

全額につき共同して

引受ならびに募集の

取扱いを行い、応募

額がその全額に達し

ない場合には残額を

引受ける。 

2 本債券の引受手数

料は総額 

20,700,000 円とす

る。 

計  5,000 

債
券
に
関
す
る
事
務
の
委
託 

募集の受託会社の名称 住       所 

 

株式会社三井住友銀行 

 

 

東京都千代田区丸の内一丁目 1番 2号 
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（別紙） 償還期日における本債券の利息の金額、及び経過利息の算出方法 

債券の名称 第 251 回 日本高速道路保有・債務返済機構債券（指定金融機関等限定） 

発行日 令和2年（2020年）7月31日 

償還期日 令和 24 年(2042 年)9 月 19 日 

発行額 50 億円 

利率 年 0.611 パーセント（半年複利） 

利払期日 令和 24 年(2042 年)9 月 19 日 

償還期日時点利子額 

（1 円あたり） 

0.1445958 円 

（注）償還期日時点利子額については、下記に記載の経過利息算出式に準じて算出して

おり、実額である。 

本債券の利払期日は令和 24 年(2042 年)9 月 19 日のみであるが、本債券の経過利息を算出することが必要となっ

た場合には、下記の経過利息算出式を適用するものとする。 

経過利息算出式 

経過利息金額（1 円あたり） ＝ 利払係数 × ｛1＋利率×（経過日数/365）} －1 

 

（注 1）「利払係数」及び「経過日数」については以下に規定する。 

（注 2）「1＋利率×（経過日数/365）」の算出結果及び上記経過利息算出式による算出

結果については、小数点以下第 8 位を切り捨てとする。  

見做利払日 発行日の翌日から償還期日までの期間における毎年 1 月 31 日及び 7 月 31 日 

経過日数 

経過利息を付すべき期間（以下「経過利息期間」とする。）の最終日の直前の見做利払日

の翌日から経過利息期間の最終日までの実日数。ただし、経過利息期間の最終日が見

做利払日に当たる場合には、経過日数は０日とする。また、経過利息期間の最終日が、

初回の見做利払日（令和 3 年（2021 年）1 月 31 日）よりも前の日となる場合には、経過日

数は発行日の翌日から経過利息期間の最終日までの実日数とする。 

利払係数 

利払係数＝（1 ＋ 利率/2）＾n 

 

n ＝発行日の翌日から経過利息期間の最終日までに到来する到来済みの見做利払日

の回数（経過利息期間の最終日が見做利払日に当たる場合には、当該見做利払日も回

数に含む。） 

（注）上記算出結果については、小数点以下第 8 位を切り捨てとする。 
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以下に記載する利払係数及び経過利息金額（1 円あたり）は、経過利息算出の参考のために、各経過利

息期間の最終日が見做利払日（1 月 31 日又は 7 月 31 日）となる場合について、経過利息算出式を各経

過利息期間の最終日毎に適用して算出した参考情報である。 

見做利払日 

見做利払

日 

の回数

（n） 

経過利息期間 

の最終日 

経過日

数 
利払係数 

経過利息金額 

（1円あたり、単位

は円） 

2021/1/31 1 2021/1/31 0 1.0030550 0.0030550 

2021/7/31 2 2021/7/31 0 1.0061193 0.0061193 

2022/1/31 3 2022/1/31 0 1.0091930 0.0091930 

2022/7/31 4 2022/7/31 0 1.0122761 0.0122761 

2023/1/31 5 2023/1/31 0 1.0153686 0.0153686 

2023/7/31 6 2023/7/31 0 1.0184705 0.0184705 

2024/1/31 7 2024/1/31 0 1.0215819 0.0215819 

2024/7/31 8 2024/7/31 0 1.0247029 0.0247029 

2025/1/31 9 2025/1/31 0 1.0278333 0.0278333 

2025/7/31 10 2025/7/31 0 1.0309734 0.0309734 

2026/1/31 11 2026/1/31 0 1.0341230 0.0341230 

2026/7/31 12 2026/7/31 0 1.0372822 0.0372822 

2027/1/31 13 2027/1/31 0 1.0404511 0.0404511 

2027/7/31 14 2027/7/31 0 1.0436297 0.0436297 

2028/1/31 15 2028/1/31 0 1.0468180 0.0468180 

2028/7/31 16 2028/7/31 0 1.0500160 0.0500160 

2029/1/31 17 2029/1/31 0 1.0532238 0.0532238 

2029/7/31 18 2029/7/31 0 1.0564414 0.0564414 

2030/1/31 19 2030/1/31 0 1.0596689 0.0596689 

2030/7/31 20 2030/7/31 0 1.0629062 0.0629062 

2031/1/31 21 2031/1/31 0 1.0661533 0.0661533 

2031/7/31 22 2031/7/31 0 1.0694104 0.0694104 

2032/1/31 23 2032/1/31 0 1.0726775 0.0726775 

2032/7/31 24 2032/7/31 0 1.0759545 0.0759545 

2033/1/31 25 2033/1/31 0 1.0792416 0.0792416 

2033/7/31 26 2033/7/31 0 1.0825386 0.0825386 

2034/1/31 27 2034/1/31 0 1.0858458 0.0858458 

2034/7/31 28 2034/7/31 0 1.0891630 0.0891630 

2035/1/31 29 2035/1/31 0 1.0924904 0.0924904 

2035/7/31 30 2035/7/31 0 1.0958280 0.0958280 

2036/1/31 31 2036/1/31 0 1.0991758 0.0991758 

2036/7/31 32 2036/7/31 0 1.1025337 0.1025337 

2037/1/31 33 2037/1/31 0 1.1059020 0.1059020 

2037/7/31 34 2037/7/31 0 1.1092805 0.1092805 

2038/1/31 35 2038/1/31 0 1.1126694 0.1126694 

2038/7/31 36 2038/7/31 0 1.1160686 0.1160686 

2039/1/31 37 2039/1/31 0 1.1194782 0.1194782 

2039/7/31 38 2039/7/31 0 1.1228982 0.1228982 

2040/1/31 39 2040/1/31 0 1.1263286 0.1263286 

2040/7/31 40 2040/7/31 0 1.1297696 0.1297696 

2041/1/31 41 2041/1/31 0 1.1332210 0.1332210 

2041/7/31 42 2041/7/31 0 1.1366830 0.1366830 
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見做利払日 

見做利払

日 

の回数

（n） 

経過利息期間 

の最終日 

経過日

数 
利払係数 

経過利息金額 

（1円あたり、単位

は円） 

2042/1/31 43 2042/1/31 0 1.1401556 0.1401556 

2042/7/31 44 2042/7/31 0 1.1436387 0.1436387 
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３【新規発行債券】（33 年債） 

銘 柄 

第 252 回日本高速道路保有･債

務返済機構債券（指定金融機関

等限定） 

振替債券の総額 金 20,000,000,000 円 

記名・無記名の別 － 発行価額の総額 金 20,000,000,000 円 

各債券の金額 1,000 万円の 1種 申込期間 令和 2年 7月 22 日 

発行価格 
各債券の金額 100 円につき金

100 円 
申込証拠金 

各債券の金額 100円につき金100

円とし、払込期日に払込金に振替

充当する。 

申込証拠金には、利息をつけない。 

利 率 

年 0.890 パーセント（半年複

利）。償還期日における本債券

の利息の金額、及び経過利息

の算出方法については後記

（別紙）において定める。 

払込期日 令和 2年 7月 31 日 

利払日 令和 35 年 3月 19 日 申込取扱場所 
別項引受金融商品取引業者の本

店及び国内各支店 

償還期限 令和 35 年 3月 19 日 振替機関 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋茅場町 

二丁目 1番 1号 

募集の方法 一般募集 

利息支払の方法 

利息支払の方法及び期限 

(1)本債券の利息は、発行日の翌日から償還期日までつけ、償還期日を利払期日として

その日までの分を支払う。 

(2)利息を支払うべき日が銀行休業日に当たるときは、その前日に繰り上げる。 

(3)償還期日後は、利息をつけない。 

(4)本債券の利金は、社債、株式等の振替に関する法律（平成 13年法律第 75号）

（以下「振替法」という。）及び上記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程

その他の規則に従って支払われる。 

償還の方法 

1.償還金額 

各債券の金額 100 円につき金 100 円 

2.償還の方法及び期限 

(1)本債券の元金は、令和 35 年 3月 19 日にその全額を償還する。 

(2)償還すべき日が銀行休業日に当たるときは、その前日に繰り上げる。 

(3)本債券の買入消却は、いつでもこれを行うことができる。 

(4)本債券の元金は、振替法及び上記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程その

他の規則に従って支払われる。 

担 保 

本債券の債権者は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法(平成 16 年

法律第 100 号)(以下「機構法」という。)の定めるところにより、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構(以下｢当機構｣という。)の財産について、他の債権者

に先立って自己の債権の弁済を受ける権利を有する。 

財

務

上

の

特

約 

担保提供制限 該当条項なし(本債券は一般担保付であり、財務上の特約は付されていない。) 

その他の条項 該当条項なし 
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摘 要 

1.信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付 

(1)株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。） 

本債券について、当機構は R&I から AA+の信用格付を令和 2 年 7 月 22 日付で取得してい

る。 

R&I の信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務

等が約定どおりに履行される確実性（信用力）に対する R&I の意見である。R&I は信用格付

によって、個々の債務等の流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク

以外のリスクについて、何ら意見を表明するものではない。R&I の信用格付は、いかなる意

味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、R&I は、明示・黙示を問わ

ず、提供する信用格付、又はその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品性、及

び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。 

R&I は、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、こ

れらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではない。R&I は、必要と判断した

場合には、信用格付を変更することがある。また、資料・情報の不足や、その他の状況によ

り、信用格付を取り下げることがある。 

本債券の申込期間中に本債券に関して R&I が公表する情報へのリンク先は、R&I のホーム

ページ（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及

び同コーナー右下の「一覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載さ

れている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性

がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

R&I：電話番号 03-6273-7471 

(2)ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」という。） 

本債券について、当機構はムーディーズから A1 の信用格付を令和 2 年 7 月 22 日付で取

得している。 

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務又は債務類似証券の将来の相対的信

用リスクについてのムーディーズの現時点の意見である。ムーディーズは、信用リスクを、

事業体が契約上・財務上の義務を期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した

場合に見込まれるあらゆる種類の財産上の損失と定義している。ムーディーズの信用格付

は、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動性リスク及びその他のリスクについて言及す

るものではない。ムーディーズの信用格付は、投資又は財務に関する助言を構成するもので

はなく、特定の証券の購入、売却、又は保有を推奨するものではない。ムーディーズは、い

かなる形式又は方法によっても、これらの格付若しくはその他の意見又は情報の正確性、適

時性、完全性、商品性及び特定の目的への適合性について、（明示的、黙示的を問わず）い

かなる保証も行っていない。発行体又は債務の信用リスクは、発行体から入手した情報、又

は公開情報に基づき評価される。ムーディーズは、信用格付を付与する際に用いる情報が十

分な品質を有し、またその情報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるものであ

ることを確保するため、全ての必要な措置を講じている。しかし、ムーディーズは監査を行

うものではなく、格付の過程で受領した情報について常に独自に確認することはできない。

ムーディーズは、必要と判断した場合に本格付を変更することがある。また、資料、情報の

不足や、その他の状況により、本格付を取り下げることがある。 

本債券の申込期間中に本債券に関してムーディーズが公表する情報へのリンク先は、ムー

ディーズのホームページ（http://www.moodys.co.jp/）の「当社格付に関する情報」の「レ

ポート」コーナーの「プレスリリース - ムーディーズ・ジャパン」をクリックして表示さ

れる「レポート」に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手

することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

ムーディーズ：電話番号 03-5408-4100 
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2.各債券の形式 

本債券は、その全部について振替法第 66 条第 2 号の規定に基づき振替法の適用を受けるこ

ととする旨を定めた債券であり、同法第 67 条第 1 項の規定に基づき本債券の券面を発行する

ことができない。 

 

3.期限の利益喪失に関する特約 

当機構は、次に掲げる事由のいずれかが発生した場合には、本債券について期限の利益を失

い、本債券を別記「償還の方法」欄第 1項に定める償還金額に未払い経過利息を付した金額で、

直ちに償還する。 

(1)当機構が別記「利息支払の方法」又は｢償還の方法｣欄第 2項の規定に違背し、5営業日以内

に履行又は治癒しないとき。 

(2)当機構が本債券以外の債券又は機構法第 15条第 1項の規定に基づき債務引受を行った社債

に係る債務について期限の利益を喪失したとき。 

(3)当機構が債券を除く借入金債務（当機構が債務引受を行った借入金債務を含む。）について

期限の利益を喪失したとき。ただし、当該債務の合計額(邦貨換算後)が 10 億円を超えない

場合は、この限りでない。 

(4)当機構が解散することを定める法令及び解散期日を定める法令が公布され、かつ当機構の

解散期日の 1箇月前迄に、本債券の債務の総額につき他の法人に承継されることを定める法

令が公布されないとき。 

(5)法令若しくは裁判所の決定により、当機構又は当機構が解散して本債券の債務を承継した

法人に対して、株式会社における破産、民事再生、会社更生、特別清算、その他これらに準

ずる倒産処理手続に相当する手続が開始されたとき。 

 

4.期限の利益喪失の公告 

前項の規定により当機構が本債券について期限の利益を喪失したときは、募集の受託会社は

その旨を本｢摘要｣欄第 5項(2)に定める方法により公告する。 

 

5.公告の方法 

(1)本債券に関し、本債券の債権者が利害を有し、募集の受託会社が債権者にこれを通知する必

要があると認める事項がある場合には、これを公告する。 

(2)公告は、法令又は契約に別段の定めがあるものを除き、官報並びに東京都及び大阪市で発行

される各 1種以上の新聞紙にこれを掲載することにより行う。ただし、重複するものがある

ときは、これを省略することができる。 

 

6.本債券の債権者集会 

(1)本債券の債権者集会（以下「債権者集会」という。）は、本債券の全部についてするその支

払の猶予その他本債券の債権者の利害に重大な影響を及ぼす事項について決議をすることが

できる。 

(2)債権者集会は、東京都において行う。 

(3)債権者集会は、当機構又は募集の受託会社がこれを招集するものとし、債権者集会の日の 3

週間前までに、債権者集会を招集する旨及び債権者集会の目的である事項を公告する。 

(4)本債券総額（償還済みの額を除く。また、当機構が有する本債券の金額はこれに算入しな

い。）の 10 分の 1 以上に当たる本債券を有する債権者は、債権者集会の目的である事項及び

招集の理由を記載した書面を募集の受託会社に提出して、債権者集会の招集を請求すること

ができる。 
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(5)本債券の債権者は、債権者集会において、その有する本債券の金額（償還済みの額を除く。）

に応じて、議決権を有するものとする。 

(6)前号の規定にかかわらず、当機構は、その有する本債券については、議決権を有しない。 

(7)債権者集会において決議をする事項を可決するには、議決権者（議決権を行使することがで

きる本債券の債権者をいう。以下本要項において同じ。）の議決権の総額の 5分の 1以上で、

かつ、出席した議決権者の議決権の総額の 3 分の 2 以上の議決権を有する者の同意がなけれ

ばならない。 

(8)前号の場合においては、以下のいずれかに該当する決議をすることはできないものとし、こ

れらに該当する決議がされた場合、かかる決議は効力を有しない。 

①債権者集会の招集の手続又はその決議の方法が法令又は本要項の定めに違反するとき 

②決議が不正の方法によって成立するに至ったとき 

③決議が著しく不公正であるとき 

④決議が本債券の債権者の一般の利益に反するとき 

(9)本債券の債権者は、本人又はその代理人によって、債権者集会に出席することができる。当

機構は、その代表者を当該集会に出席させ、又は書面により意見を述べることができる。本

人又はその代理人が当該集会に出席しない本債券の債権者は、募集の受託会社が定めるとこ

ろにしたがい、書面によって議決権を行使することができる。書面によって行使した議決権

の額は、出席した議決権者の議決権の額に算入する。 

(10)債権者集会の決議は、本債券を有するすべての債権者に対し効力を有するものとし、その

執行は募集の受託会社があたるものとする。 

(11)本項に定めるほか債権者集会に関する手続は当機構と募集の受託会社が協議して定め、本

｢摘要｣欄第 5項(2)に定める方法により公告する。 

(12)本項の手続に要する合理的な費用は当機構の負担とする。 

 

7.募集の受託会社への事業概況等の報告 

(1)当機構は、毎年、事業の概況、決算の概況等が記載された書類を募集の受託会社に提出す

る。 

(2)当機構は、機構法の定める当機構の業務又は組織につき変更が生じた場合には、募集の受託

会社にこれを通知する。 

(3)募集の受託会社は、本債券の債権者の利益保護のために必要と認める場合は、法令、契約又

は当機構の内部規則その他の定めに反しない範囲において、当機構に対し、その事業、資産

の概況を知るために必要な書類の提出を請求することができる。 

 

8.追加発行 

当機構は、随時、本債券の債権者の同意なしに、本債券と発行価額を除く全ての点において

同じ要項を有し、本債券と併合されることとなる債券（以下「追加債券」という。）を追加発行

することができる。追加債券の発行日以降、本要項に関する各規定は、当該追加債券にも及ぶ

ものとする。 

 

9.募集及び募入方法 

本債券の募集は、本債券を取得した者が本債券を以下に定める指定金融機関等（以下「指定

金融機関等」という。）以外の者に譲渡を行わないことを条件として、指定金融機関等である者

に限定して一般募集し、応募超過の場合は引受並びに募集の取扱会社が適宜募入額を定める。 

(1)租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）（以下「特別措置法」という。）第 8 条第 1 項に

規定する金融機関。 

(2)特別措置法第 8条第 2項に規定する金融商品取引業者等。 
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(3)特別措置法第 8条第 3項に規定する内国法人。 

(4)所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）（以下「所得税法」という。）第 176 条第 1 項に規定す

る内国法人である信託会社であって同項の規定に基づき信託の信託財産として取得する者。 

(5)所得税法第 180 条の 2 第 1 項に規定する外国法人である信託会社であって同項の規定に基

づき信託の信託財産として取得する者。 

(6)所得税法第 11条第 1項に規定する同法別表第一に掲げる内国法人であって同条第 3項の適

用を受ける者。 

 

10.発行代理人及び支払代理人 

株式会社三井住友銀行 

 

 

 

４ 【債券の引受け及び債券に関する事務の委託】（33 年債） 

債
券
の
引
受
け 

引受人の氏名又は名称 住 所 引受金額 引受けの条件 

 

みずほ証券株式会社 

大和証券株式会社 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 

三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社 

 

 

東京都千代田区大手町一丁目5番1号 

東京都千代田区丸の内一丁目9番1号 

東京都千代田区丸の内三丁目3番1号 

東京都千代田区丸の内二丁目5番2号 

 

 

百万円 

17,000 

1,000 

1,000 

1,000 

 

 

1引受人は、本債券の

全額につき共同して

引受ならびに募集の

取扱いを行い、応募

額がその全額に達し

ない場合には残額を

引受ける。 

2 本債券の引受手数

料は総額 

99,200,000 円とす

る。 

計  20,000 

債
券
に
関
す
る
事
務
の
委
託 

募集の受託会社の名称 住       所 

 

株式会社三井住友銀行 

 

 

東京都千代田区丸の内一丁目 1番 2号 
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（別紙） 償還期日における本債券の利息の金額、及び経過利息の算出方法 

債券の名称 第 252 回 日本高速道路保有・債務返済機構債券（指定金融機関等限定） 

発行日 令和2年（2020年）7月31日 

償還期日 令和 35 年(2053 年)3 月 19 日 

発行額 200 億円 

利率 年 0.890 パーセント（半年複利） 

利払期日 令和 35 年(2053 年)3 月 19 日 

償還期日時点利子額 

（1 円あたり） 

0.3360983 円 

（注）償還期日時点利子額については、下記に記載の経過利息算出式に準じて算出して

おり、実額である。 

本債券の利払期日は令和 35 年(2053 年)3 月 19 日のみであるが、本債券の経過利息を算出することが必要となっ

た場合には、下記の経過利息算出式を適用するものとする。 

経過利息算出式 

経過利息金額（1 円あたり） ＝ 利払係数 × ｛1＋利率×（経過日数/365）} －1 

 

（注 1）「利払係数」及び「経過日数」については以下に規定する。 

（注 2）「1＋利率×（経過日数/365）」の算出結果及び上記経過利息算出式による算出

結果については、小数点以下第 8 位を切り捨てとする。  

見做利払日 発行日の翌日から償還期日までの期間における毎年 1 月 31 日及び 7 月 31 日 

経過日数 

経過利息を付すべき期間（以下「経過利息期間」とする。）の最終日の直前の見做利払日

の翌日から経過利息期間の最終日までの実日数。ただし、経過利息期間の最終日が見

做利払日に当たる場合には、経過日数は０日とする。また、経過利息期間の最終日が、

初回の見做利払日（令和 3 年（2021 年）1 月 31 日）よりも前の日となる場合には、経過日

数は発行日の翌日から経過利息期間の最終日までの実日数とする。 

利払係数 

利払係数＝（1 ＋ 利率/2）＾n 

 

n ＝発行日の翌日から経過利息期間の最終日までに到来する到来済みの見做利払日

の回数（経過利息期間の最終日が見做利払日に当たる場合には、当該見做利払日も回

数に含む。） 

（注）上記算出結果については、小数点以下第 8 位を切り捨てとする。 
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以下に記載する利払係数及び経過利息金額（1 円あたり）は、経過利息算出の参考のために、各経過利

息期間の最終日が見做利払日（1 月 31 日又は 7 月 31 日）となる場合について、経過利息算出式を各経

過利息期間の最終日毎に適用して算出した参考情報である。 

見做利払日 

見做利払

日 

の回数

（n） 

経過利息期間 

の最終日 

経過日

数 
利払係数 

経過利息金額 

（1円あたり、単

位は円） 

2021/1/31 1 2021/1/31 0 1.0044500 0.0044500 

2021/7/31 2 2021/7/31 0 1.0089198 0.0089198 

2022/1/31 3 2022/1/31 0 1.0134094 0.0134094 

2022/7/31 4 2022/7/31 0 1.0179191 0.0179191 

2023/1/31 5 2023/1/31 0 1.0224489 0.0224489 

2023/7/31 6 2023/7/31 0 1.0269988 0.0269988 

2024/1/31 7 2024/1/31 0 1.0315689 0.0315689 

2024/7/31 8 2024/7/31 0 1.0361594 0.0361594 

2025/1/31 9 2025/1/31 0 1.0407703 0.0407703 

2025/7/31 10 2025/7/31 0 1.0454017 0.0454017 

2026/1/31 11 2026/1/31 0 1.0500538 0.0500538 

2026/7/31 12 2026/7/31 0 1.0547265 0.0547265 

2027/1/31 13 2027/1/31 0 1.0594200 0.0594200 

2027/7/31 14 2027/7/31 0 1.0641344 0.0641344 

2028/1/31 15 2028/1/31 0 1.0688698 0.0688698 

2028/7/31 16 2028/7/31 0 1.0736263 0.0736263 

2029/1/31 17 2029/1/31 0 1.0784040 0.0784040 

2029/7/31 18 2029/7/31 0 1.0832029 0.0832029 

2030/1/31 19 2030/1/31 0 1.0880231 0.0880231 

2030/7/31 20 2030/7/31 0 1.0928648 0.0928648 

2031/1/31 21 2031/1/31 0 1.0977281 0.0977281 

2031/7/31 22 2031/7/31 0 1.1026129 0.1026129 

2032/1/31 23 2032/1/31 0 1.1075196 0.1075196 

2032/7/31 24 2032/7/31 0 1.1124480 0.1124480 

2033/1/31 25 2033/1/31 0 1.1173984 0.1173984 

2033/7/31 26 2033/7/31 0 1.1223709 0.1223709 

2034/1/31 27 2034/1/31 0 1.1273654 0.1273654 

2034/7/31 28 2034/7/31 0 1.1323822 0.1323822 

2035/1/31 29 2035/1/31 0 1.1374213 0.1374213 

2035/7/31 30 2035/7/31 0 1.1424828 0.1424828 

2036/1/31 31 2036/1/31 0 1.1475669 0.1475669 

2036/7/31 32 2036/7/31 0 1.1526735 0.1526735 

2037/1/31 33 2037/1/31 0 1.1578029 0.1578029 

2037/7/31 34 2037/7/31 0 1.1629552 0.1629552 

2038/1/31 35 2038/1/31 0 1.1681303 0.1681303 

2038/7/31 36 2038/7/31 0 1.1733285 0.1733285 

2039/1/31 37 2039/1/31 0 1.1785498 0.1785498 

2039/7/31 38 2039/7/31 0 1.1837943 0.1837943 

2040/1/31 39 2040/1/31 0 1.1890622 0.1890622 

2040/7/31 40 2040/7/31 0 1.1943536 0.1943536 

2041/1/31 41 2041/1/31 0 1.1996684 0.1996684 

2041/7/31 42 2041/7/31 0 1.2050070 0.2050070 
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見做利払日 

見做利払

日 

の回数

（n） 

経過利息期間 

の最終日 

経過日

数 
利払係数 

経過利息金額 

（1円あたり、単

位は円） 

2042/1/31 43 2042/1/31 0 1.2103692 0.2103692 

2042/7/31 44 2042/7/31 0 1.2157554 0.2157554 

2043/1/31 45 2043/1/31 0 1.2211655 0.2211655 

2043/7/31 46 2043/7/31 0 1.2265997 0.2265997 

2044/1/31 47 2044/1/31 0 1.2320580 0.2320580 

2044/7/31 48 2044/7/31 0 1.2375407 0.2375407 

2045/1/31 49 2045/1/31 0 1.2430478 0.2430478 

2045/7/31 50 2045/7/31 0 1.2485793 0.2485793 

2046/1/31 51 2046/1/31 0 1.2541355 0.2541355 

2046/7/31 52 2046/7/31 0 1.2597164 0.2597164 

2047/1/31 53 2047/1/31 0 1.2653221 0.2653221 

2047/7/31 54 2047/7/31 0 1.2709528 0.2709528 

2048/1/31 55 2048/1/31 0 1.2766086 0.2766086 

2048/7/31 56 2048/7/31 0 1.2822895 0.2822895 

2049/1/31 57 2049/1/31 0 1.2879957 0.2879957 

2049/7/31 58 2049/7/31 0 1.2937272 0.2937272 

2050/1/31 59 2050/1/31 0 1.2994843 0.2994843 

2050/7/31 60 2050/7/31 0 1.3052670 0.3052670 

2051/1/31 61 2051/1/31 0 1.3110755 0.3110755 

2051/7/31 62 2051/7/31 0 1.3169098 0.3169098 

2052/1/31 63 2052/1/31 0 1.3227700 0.3227700 

2052/7/31 64 2052/7/31 0 1.3286563 0.3286563 

2053/1/31 65 2053/1/31 0 1.3345689 0.3345689 
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５ 【新規発行による手取金の使途】 

(1) 【新規発行による手取金の額】 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

25,000,000,000 円 132,836,000 円 24,867,164,000 円 

（注）上記は、第 251 回日本高速道路保有・債務返済機構債券（指定金融機関等限定）及び第 252 回日本高

速道路保有・債務返済機構債券（指定金融機関等限定）の合計額です。 

 

(2) 【手取金の使途】 

上記差引手取概算額 24,867,164,000 円は、全額を機構法第 12 条第 1 項第 2号及び第 3号に定める業務

に充当する予定です。 
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【基本説明書の補完情報】 
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【基本説明書の補完情報】 

 

１．基本説明書に記載された内容について、基本説明書の作成日以降、現在（令和 2年 7月 22 日）まで

の間において生じた変更は以下のとおりです。なお、変更箇所は下線で示しております。 
 

 

（１）基本説明書 33 頁 

５【経営上の重要な契約等】 

 

 

（変更前） 

年 度 主な協定変更の内容等 

  
 

  

令和元事業年度 ・令和元年 10 月 1日の消費税率引き上げの反映 

・国の補助金を活用したスマートインターチェンジの追加 

 

 

（変更後） 

年 度 主な協定変更の内容等 

  
 

  

令和元事業年度 ・令和元年 10 月 1日の消費税率引き上げの反映 

・国の補助金を活用したスマートインターチェンジの追加 

・東京オリンピック・パラリンピック競技大会における首都高速道路の料金施策の反映 

・横浜市道高速横浜環状北西線の開通後の料金の反映 

・横浜市道高速横浜環状北線の馬場入口のＥＴＣ専用化 

令和 2事業年度 ・生産性の向上のための新名神高速道路の 6車線化整備の追加 

・暫定 2車線区間における 4車線化等の追加 

・中京圏の新たな高速道路料金の導入 

・首都高日本橋区間の地下化への見直し 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を目的とした休日割引の適用に関する 

見直し 

 

 

 

 

 


